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第１ 経営戦略策定の背景 

１ 策定の趣旨 

  工業用水道事業においては産業構造の変化や受水事業者による水利用の合理化等により、全 

国的に工業用水の需要が低迷するなど、事業経営は年々厳しさを増している状況にあります。 

こうした中、総務省は、平成２６年８月２９日付け「公営企業の経営に当たっての留意事項 

について」を通知し、工業用水道事業及び水道事業について将来にわたり安定的に事業を継続 

するための中長期的な基本計画である「経営戦略」の策定を地方公共団体に要請しています。 

また、平成２８年１月には経営戦略策定の支援として「経営戦略の策定推進について」を通知 

し、策定指針として「経営戦略策定ガイドライン」を示しています。 

本市の工業用水道事業は、第一工業用水道事業（以下「第一工水」という。）及び第二工業 

用水道事業（以下「第二工水」という。）の２事業から成り、第一工水は磯原Ａ工業団地への 

工業用水供給を目的に供給を開始（昭和４３年８月１日一部、昭和４５年１０月全部開始）、 

その後、工業都市を促進すべく第二工業団地の造成に伴い、第二工水として磯原Ｂ工業団地及 

び上相田工業団地に供給を開始（昭和５２年４月１日開始）して以降、産業構造や社会情勢の 

変化に対応しながら、各受水企業に対して工業用水の安定供給に努めてまいりました。 

しかしながら、工業用水の安定供給に必要となる工業用水道施設の多くが高度経済成長期に 

集中的に整備されたものであるため老朽化が進み、今後は施設や管路の更新改良など大規模な 

改修工事に要する経費の増加が見込まれています。一方で、ユーザー企業の撤退や効率的水使 

用の徹底、事業の縮小及び工場の集約化等による水需要の低迷で料金収入の減少が予想されて 

います。 

このように工業用水道事業を取り巻く事業環境が益々厳しくなる中で、設備の規模の適正化 

や老朽化の進行状況、今後必要となる投資の状況等を見据えた上で、投資の合理化・経常経費 

の見直しに取り組む必要があることから、将来にわたって安定的に事業を継続していくため、 

今後取り組むべき具体的な施策や経営の見通しなどを明らかにし、適切な目標設定を行うこと 

を目的に中長期的な経営の基本方針として、新たに「北茨城市工業用水道事業経営戦略」を策 

定するものです。 

 

２ 計画の位置づけ 

本計画は、工業用水道施設更新・耐震・アセットマネジメント指針（経済産業省）及び総務 

省ホームページで公表している経営及び施設の状況を表す経営指標等を適宜活用し、今後の本 

市工業用水道事業の中長期的な事業運営の基本計画となるものです。 

 

３ 計画期間 

  この経営戦略は、令和３年度から令和１２年度までの期間を対象とします。 

なお、経営戦略の進捗管理については毎年度実施し、必要に応じて事業計画や数値目標等の 

見直し（改善）を図るものとします。 
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第２ 事業の概要 

１ 事業の現状 

（１） 給水                          令和２年３月３１日現在 

供用開始年月日 昭和 45 年 10 月 1 日 契約水量 21,077 ㎥／日 

給水先事業者数 14 一日平均配水量 13,981 ㎥ 

北茨城市工業用水道事業は、第一工業用水道事業及び第二工業用水道事業で行われています。

第一工業用水道事業は、工業団地への工業用水供給を目的に昭和４３年から供給開始（施設 

  能力：一日最大配水量２５，２７０ｍ3／日）しています。 

その後、工業都市を促進するべく第二工業団地造成に伴い、第二工業用水道事業とし工業団 

地に昭和５２年から供給開始（施設能力：一日最大配水量８，０４０ｍ3／日）しています。 

※以降、第一工業用水道事業は第一工水、第二工業用水道事業は第二工水と表記します。 

（２）施設                          令和２年３月３１日現在 

水 源 ☑表流水、☑ダム、□伏流水、□地下水、□受水、□その他（複数選択可） 

施 設 数 
浄水場設置数 1 

管路延長 14.09 千 m 
配水池設置数 1 

現在配水能力 33,310m3／日 契約水量 21,077m3／日 

 

ア 第一工業用水道事業 

水源は大北川表流水（計画取水量：２１，９００ｍ3／日）及び花園川表流水（計画取 

水量：５，２７０ｍ3／日）であり、浄水場にてそれぞれ個別に凝集沈澱処理した後、配 

水池を経由して工業団地に供給しています。 

 

 

 

 

 

 

【施設フロー（第一工水）】 

イ 第二工業用水道事業 

水源は花園川表流水（計画取水量：８，６４０ｍ3／日）であり、第一工水と同一敷地 

にある浄水場にて凝集沈澱処理した後、配水池を経由して工業団地に供給しています。 

 

 

 

 

【施設フロー（第二工水）】 
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（３）料金 

    ア 料金体系の概要・考え方 

本市の料金制度は、契約水量に応じて料金を徴収する責任水量制を採用しています。 

責任水量制は、１日当たりの使用水量をあらかじめ契約水量で定め、実際に使用した 

水量がこの範囲内であれば、その使用した水量にかかわらず契約水量を基に料金を決 

定する料金制度です。 

なお、料金に関しては北茨城市工業用水道事業条例第２４条に定めており、基本使 

用水量にその月の暦日数を乗じて得た水量に対し、１立方メートルにつき１７円を乗 

じて得た額を基本料金、その月分の特定使用水量に対し、１立方メートルにつき１７ 

円を乗じて得た額を特定料金、その月分の超過使用水量に対し、１立方メートルにつ 

き３４円を乗じて得た額を超過料金としています。（いずれも税抜） 

イ 料金改定 

直近では、平成２４年４月１日に改定を行い、経営の健全化を図っています。 

〔消費税のみの改定は除く〕 

ウ 組織 

本事業は同じ公営企業である水道事業と組織を兼用しており、工業用水道事業は業 

務係員１名で行っています。 

 

   
 

   

 

【令和２年度現在／組織体制、職員数・課別年齢構成表】 

 

 

 

３ 

施設課 業務課 合計

61歳～ 0人 0人 0人

51～60歳 0人 0人 0人

41～50歳 0人 0人 0人

31～40歳 0人 0人 0人

～30歳 0人 1人 1人

合計 0人 1人 1人
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２ これまでの主な経営健全化への取組 

（１）責任水量制を採用することで、受水企業の使用水量にかかわらず契約水量で料金 

を決定することができ、経営健全化に繋がっています。 

（２）工業用水道事業は同じ公営企業である水道事業と同じ組織の中で合わせて運営し、 

共同の維持管理体制とすることで人件費及び施設維持管理費の縮減を図っています。 

 

３ 経営分析 

（１）経営の健全性・効率性について 

   経営分析に関する指標と結果を下記に記載します。また、経営比較分析表は「別紙１」 

のとおりとなります。 

【経営分析】 

 H29 H30 H30／R1 

料金収入（千円） 123,585 126,799 130,783 

純利益（千円） △ 30,554 △40,166 △37,589 

経常収支比率（％） 81.65 77.57 78.71 

現在配水能力に対する契約率（％） 60.27 60.27 63.28 

現在配水能力に対する施設利用率（％） 43.36 44.34 41.97 

料金回収率（％） 79.86 75.73 77.16 

ア 経常収支比率 

経常収支比率は、８０％程度と赤字であり、類似団体平均値と比較しても大きな差 

     があります。要因としては、契約水量の減少に伴う給水収益の減収が考えられます。 

今後も新規事業所の参入は見込めないことから、料金改定の検討が必要となります。 

イ 累積欠損金比率 

累積欠損金比率は、類似団体平均値を下回っていますが、年々右肩上がりに増加し 

ています。また、今後も増加傾向となることが予想されるため、欠損金抑制のために 

は料金改定等による改善が必要となります。 

ウ 流動比率 

流動比率は１００％以上であり、類似団体平均値と比較しても高い数値です。今後 

も企業債の支払いは減少傾向のため、短期的な債務に対する能力は確保されています。 

エ 企業債残高対給水収益比率 

企業債残高対給水収益比率は、類似団体平均値と比較して低い数値です。これは、 

施設等の更新工事の実施がないことに伴い、新たな企業債の借入もなく、償還により 

借入残高が年々減っているためです。 

オ 料金回収率 

料金回収率は、類似団体平均値と比較して低い数値です。今後は、料金水準の適正 

化等を踏まえ、更なる経費削減等により、収支バランスの調整を図る必要があります。 

カ 給水原価 

給水原価は、類似団体平均値と比較して低い数値です。これは、更新工事等の実施 

時期を見極め、経費を節減しているためです。 

４ 
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キ 施設利用率 

施設利用率は、類似団体平均値と比較して低い数値ですが、令和元年度において、 

契約水量に少量の増加があったため、今後は配水量が若干増加に転ずる見込みです。 

    ク 契約率 

契約率は類似団体平均値と比較して、やや低い数値です。今後も契約水量の大規模 

な増加は望めないため、施設規模の見直しも検討していく必要があります。 

 

（２）老朽化の状況に付いて 

ア 有形固定資産減価償却率 

有形固定資産減価償却率は、類似団体平均値と比較して高い数値となっており、老 

朽施設が多いことを示しています。今後は必要な施設投資について緊急性の高い内容 

を優先し、計画的に更新を実施してまいります。 

   イ 管路経年化率 

管路経年化率は、類似団体平均値と比較して高い数値です。管路の更新は喫緊の課 

題であることから、更新財源の確保や経営分析を図りながら、計画的に更新を実施し 

てまいります。 

ウ 管路更新率 

管路更新率の当該値はゼロであり、更新が進んでいないことを示しています。 

要因としては、赤字決算が続いていることにより大規模な更新工事を実施できない 

状況が挙げられます。今後は、料金改定を視野に入れた財源確保により、老朽施設の 

更新優先度を見極めながら、計画的な更新を進めてまいります。 

（３）全体総括 

経営の健全性・効率性においては、類似団体平均値と比較して低い水準となっており、 

   施設及び管路の老朽化が著しく進んでいるため、計画的な更新を実施していく必要があり 

   ます。また、現在の事業所立地状況からは、新規参入事業所も見込み難い状況にあること 

から、更新財源確保のため、最適な料金制度のあり方及び料金改定に向けた検討を併せて 

進めてまいります。 

 

【類似団体区分表】   

 「別紙１」経営比較分析表に記載されている類似団体についての区分表は下記のとおりです。 

本市は「区分：小規模」に該当します。      

現在配水能力規模 区分 団体数 

２００，０００㎥／日以上 大規模 ２９ 

５０，０００㎥／日以上 ２００，０００㎥未満 中規模 ２６ 

１０，０００㎥／日以上 ５０，０００㎥未満 小規模 ３３ 

１０，０００㎥／日未満 極小規模 ６４ 

 

 

 

 

５ 
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第３ 将来の事業環境 

  １ 水需要の予測 

今後の水需要については、新規参入事業所等の水需要量が増加する見込みはなく、契約水 

  量が増加しないことから、将来においても水需要量は概ね同水準で推移するものと予測して 

います。これにより、契約水量２１，０７７㎥／日が今後も継続する計画としています。 

 

  【契約水量の推移】 

   

  

  ２ 料金収入の見通し 

当該事業の水需要については、契約水量と実給水量が大きく乖離しており、今後の水需要 

量に関しても、新規参入事業所の進出計画及び既存事業所からの大幅な需要枠拡大等の要望 

もないことから、水需要増による料金収入の増加は期待できないため、同水準で見込んでい 

ます。さらに、実給水量の乖離については、今後も回復が見込めないため、料金改定を視野 

に入れた検討が必要となっています。 

 

【契約水量と一日平均配水量】 
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  ３ 施設の見通し 

当該事業は昭和４６年１０月の給水開始から、約５０年以上が経過しています。 

そのため、土木、建築、機械、電気などの施設については、一部の設備において部分更新 

等を行い、延命化を図っておりますが、多くの施設、設備が法定耐用年数を経過しているこ 

ともあり、早急な更新の必要性が見られるところから、優先的に更新する計画としています。 

また、管路についても既に法定耐用年数を超過していることから、順次更新していく計画 

としています。 

今後の更新にあたっては、過去の劣化診断等を参考に、耐震診断等を含めた施設の把握を 

行い、アセットマネジメントの手法を用いて長寿命化を図りながら、計画的な更新を目指し 

てまいります。 

 

  ４ 組織の見通し 

職員数は、今後も現在と同数で推移する見通しです。 

 

第４ 経営の基本方針 

  １ 安定した水の供給 

工業用水の安定供給は、産業活動にとって非常に重要です。そのため、計画的な施設更新 

や自然災害に備えた危機管理対策を行い、工業用水を安定的に供給します。 

 

２ 環境に配慮した事業運営 

設備の更新時には、環境に配慮した省エネルギー設備の導入を検討し、環境負荷の低減を 

図ります。 

 

３ 持続可能な経営 

工業用水道事業は、料金収入をもって経営を行う独立採算制を基本原則としながら、各事 

業所に必要な「工業用水」を供給する役割を担っております。 

しかしながら、施設の老朽化に伴う更新投資の増大が予測される中、近年は水需要が伸び 

ず、給水収益の増加が期待できないことから、使用水量減少に伴う料金収入の減少等により、 

経営環境は厳しさを増し、将来の工業用水道事業の運営が困難になることが想定されます。 

このことから、今後も必要不可欠な投資事業の財源を確保するために、経費削減などの更 

なる効率化に努め、事業計画と財政計画の均衡を図りながら、計画的な事業推進を行います。 

また、今後の施設・設備等の更新にあたっては、ダウンサイジング及びスペックダウンを 

含めた適切な施設規模を検討し、健全経営に努めてまいります。 

 

     

 

 

 

 

 

７ 



第５ 投資・財政計画                                                                 

 

第５ 投資・財政計画 

１ 投資・財政計画（収支計画） 

投資・財政計画（収支計画）については、「別紙２・３」のとおりとなります。 

（１）収益的収支の見通し 

収支の見通しを下記に示します。 

令和９年度までは毎年赤字が発生し、この間においては補てん財源対応での経営が 

    可能ではありますが、令和１０年度には補てん財源が不足する見込みです。そのため、 

今回の計画では、その補てん財源不足を解消し、更に老朽化した施設や管路の更新計 

画を着実に実施する前提で、令和１０年度に料金改定を想定した内容としております。 

 

【契約水量と一日平均配水量】 

 

（２）資本的収支の見通し 

収支の見通しを下記に示します。 

今回、料金改定を想定した計画としているため、４条収支の補てん財源不足は発生 

    しません。また、更新計画を実施するにあたり企業債を財源とするため、企業債残高 

は令和４年度以降上昇し、令和１２年度には約１２億円程度となります。 
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２ 投資・財政計画（収支計画）の策定に当たっての説明 

（１）収支計画のうち投資についての説明 

 

目 標 

法定耐用年数を経過している施設・機械・電気設備について、適正な維

持管理により長寿命化を図るとともに、更新需要に対し投資の平準化

（年間平均で１．５億円程度の更新費用）を図ります。 

  ア 施設及び設備の更新 

    施設及び設備、管路の更新計画については、「別紙４」のとおりとなります。 

機械・電気設備・施設の多くは老朽化が進み更新時期を迎えていることから、今後 

は計画的な設備更新に取り組んでまいります。 

イ 管路更新 

管路は既に更新時期を迎えていることから、年間約３，０００万円を計上し、順次 

更新工事を実施してまいります。 

（２）収支計画のうち財源についての説明 

 

目 標 

現状の責任水量制の料金体制を維持するとともに、安定した給水収益の

確保を目的に令和１０年度の料金改定を想定した計画を組むことで、将

来の更新事業費に対応できる資金残高の確保に努めるものとします。 

ア 料金 

契約水量は減少傾向にありますが、現状の責任水量制の料金体系が維持できるもの 

として、料金収入を計上しています。 

イ 補助金 

収益的収入として職員の基礎年金の公的負担に要する経費分を計上しております。 

    ウ 企業債 

企業債は、経営状況を考慮し、資金残高が１億２，５００万円以下となる場合に借 

入れる設定としております。なお、企業債充当率（建設改良費に対する企業債借入額 

の割合）は８０％としています。 

    エ 繰入金・国庫補助金 

繰入金、国庫補助金については、該当事業がないことから計上していません。 

オ 資金残高の確保 

事業運営において資金残高が枯渇することのないよう、以下の考え方により、財源 

確保の検討を行いました。 

（ア）ステップ１：収支不足分は、補填財源から補填します。 

     （イ）ステップ２：企業債を活用すると同時に企業債充当率を可能な限り低くします。 

     （ウ）ステップ３：企業債＋料金改定で将来の料金を設定します。 

      今回は、ステップ３の「企業債＋料金改定」により、令和１０年度の料金改定を想 

定した内容としています。 

 （３）収支計画のうち投資以外の経費についての説明 

    ア 人件費 

現状の職員数を維持し、令和２年度在籍職員の人件費に準じて一定の費用を計上し 

ています。 
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    イ 動力費 

令和元年度の実績（動力費単価）から、配水量を乗じた費用を計上しています。 

  ウ 修繕費 

現状の修繕内容において安定給水が図られているため、令和元年度の修繕費実績を 

ベースに計上しています。 

エ 材料費 

現状で安定給水が図られているため、令和元年度の材料費実績及び令和２年度決算 

見込額をベースに計上しています。 

（４）投資・財政計画（収支計画）に未反映の取組や今後検討予定の取組の概要 

    ア 投資についての検討状況等 

民間の資金・ノウハウ等の活

用（PFI.DBO の導入等） 

先進団体の事例や近隣団体及び同規模団体等を注視し、

活用方法について調査・研究を行います。 

施設・設備の廃止・統合 

（ダウンサイジング） 

今後の水需要量と施設・設備の稼働状況から、適正な施

設・設備の更新規模について、適宜検討します。 

施設・設備の合理化 

（スペックダウン） 

現時点で具体的な計画はありませんが、今後の水需要量

と施設・設備の稼働状況から、適正な施設・設備の更新規

模について、適宜検討します。 

施設・設備の長寿命化等の投

資の平準化 

施設・設備については適切な修繕によって長寿命化を図

り、実耐用年数を考慮した更新費用を見込みます。 

なお、更新費用は年間１．５億円程度（うち管路３，００

０万円程度）を見込んでいます。 

施設の共用化 
近隣に共用可能な施設等がないため、現段階では共用化

については検討しておりません。 

    イ 財源についての検討状況等 

料金 

今回の試算における今後１０年間の経営状況は、将来的

な更新費用の確保が困難であると見込み、令和１０年度

に料金改定を想定した内容としています。 

企業債 

企業債については、利率動向に注視しながら資金残高不

足が発生しないよう必要に応じて借入れるものとし、資

金残高が１億２，５００万円以下となる場合に借入れる 

設定としております。なお、企業債充当率（建設改良費

に対する企業債借入額の割合）は８０％としました。 

繰入金 
独立採算が原則ですが、地方公営企業法繰出基準に準じ

て、必要に応じ適宜見込むものとします。 

資産の有効活用等による収入

増加の取組 

事業運営に必要な資金を確保した上で、定期預金等につ

いても検討してまいります。 
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ウ 投資以外の経費についての検討状況等 

委託料 
業務の一部を民間に委託することで、費用の削減に努め

ています。 

修繕費 

日々の点検により、老朽化した施設及び設備の現状を確

認しながら、必要に応じ更新する計画としています。 

今後も一度に多額の財政負担が生じないよう、施設管理

に努めてまいります。 

動力費 
環境に配慮した省エネルギー機器の導入を目指し、動力

費の削減に努めます。 

職員給与費 

水道事業と共同運営することで必要最小限の職員数で運

営するため、現状の１名を今後も維持することとし、費用

の削減に努めてまいります。 

 

第６ 経営戦略の検証 

１ 経営戦略の事後検証、改定等に関する事項 

経営戦略の事後検証、改定等

に関する事項 

毎年度、経営戦略に示した目標指標と実績（決算）の比較

による進捗管理を行います。また、経営に影響を及ぼす法

令等の改正や社会経済情勢、企業情勢の変化などによる

受水企業の水需要動向を的確に把握し、おおむね５年を

目途に総合的な検証を実施するほか、計画と実績に大幅

な乖離が生じ、方針及び施策に変更が必要な場合には、事

業の見直し改善を行うこととします。 
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【別紙１】経営比較分析表（団体全体／令和元年度決算） 

 

 

※出典：総務省 HP より 令和元年度決算 経営比較分析表 

（https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/c-zaisei/kouei/r01keieihikakubunsekihyo.html） 
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【別紙２】投資・財政計画（収支計画／収益的収支） 

 

 

１３ 



【別紙３】投資・財政計画（収支計画／資本的収支） 
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【別紙４】更新計画 
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